
公正取引委員会が2025年8月に発表した全産業4万社を対象とする知的財産・データ提供強要調査
は、日本の企業間取引慣行に根本的な変革をもたらす可能性を秘めた画期的な取組みである。生成AI
の急速な普及により産業データの価値が飛躍的に高まる中、これまで製造業とスタートアップに限定
されていた調査範囲を全業種に拡大することで、中小企業の知的財産とデータを優越的地位の濫用か
ら保護し、公正な競争環境の構築を目指している。
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優越的地位の濫用の法的枠組みと問題行為の類型



優越的地位の濫用とは、取引上優越的な地位にある事業者が、その地位を利用して相手方に対して正
常な商慣習に照らし不当とされる要求等をする行為を意味する。独占禁止法第2条第9項第5号では、
この行為を「不公正な取引方法」として明確に禁止しており、違反した場合には公正取引委員会によ
る排除措置命令や課徴金納付命令の対象となる。

優越的地位の濫用が成立するためには、以下の3つの要件を満たす必要がある。第一に、取引上の地
位が相手方に優越していること、第二に、その優越的地位を利用していること、第三に、正常な商慣
習に照らして不当に不利益を与えていることである。これらの要件は、相手方の自由かつ自主的な判
断による取引を阻害し、公正な競争を損なう行為を規制することを目的としている。

独占禁止法は優越的地位の濫用の行為類型として、（1）購入・利用を強制する行為、（2）経済上の
利益の提供を要請する行為、（3）相手方に不利益となる取引条件の設定等をする行為の3つを定めて
いる。具体的な事例としては、融資先企業に対する金融商品の購入要請、一方的な返品条件の設定、
協賛金の負担要求などが挙げられる。

特に知的財産に関連する優越的地位の濫用では、「無償での技術指導の強要」「知的財産権の無償譲
渡・無償ライセンスの要請」「営業秘密の開示強要」といった行為が問題となる。これらの行為は、
中小企業の競争力の源泉である知的財産を不当に奪取し、取引相手との関係において競争上有利な立
場を築こうとするものである。

公正取引委員会は2019年6月、「製造業者のノウハウ・知的財産権を対象とした優越的地位の濫用行
為等に関する実態調査報告書」を公表した。この調査は、製造業者3万社を対象とした大規模な書面
調査であり、15,875社から回答を得て、726件の問題事例を収集した画期的な取組みであった。

調査で明らかになった問題事例は8つの類型に分類された。（1）秘密保持契約・目的外使用禁止契約
なしでの取引強要、（2）営業秘密であるノウハウの開示等の強要、（3）ノウハウが含まれる設計図
面等の買いたたき、（4）無償の技術指導・試作品製造等の強要、（5）著しく均衡を失した名ばかり
の共同研究開発契約の締結強要、（6）特許出願への干渉、（7）知的財産権の無償譲渡・無償ライセ
ンス等の強要、（8）知財訴訟等のリスクの転嫁である。

最も多く報告された事例は「製品を納めるだけの契約だったのに、設計図やデータなど契約にない知
財やノウハウを無償で提供させられた」というもので、約250件に上った。この調査により、従来認
識されていた以上に深刻な知的財産の「搾取」が横行していることが明らかになった。

独占禁止法における優越的地位の濫用の定義
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2020年11月に公表された「スタートアップの取引慣行に関する実態調査報告書」では、創業10年以
内のスタートアップ1,447社の回答から、大企業との事業連携における様々な問題が浮き彫りになっ
た。連携事業者または出資者から納得できない行為を受けた経験があるスタートアップは全体の約
17%に上り、そのうち約42%が納得できない行為を受け入れていた。

具体的な問題事例として、「自社の重要な資料（アルゴリズム含む）を取引先が他社に開示すること
があった」「主に自社のノウハウを用いて新たに生み出された発明等であっても、大企業に権利が帰
属する条件になっている」「自社の技術が詰まった製品の製作を大企業に依頼したところ、その技術
に関連する特許を無断で特許出願された」といった深刻な事例が報告された。

生成AIの急速な普及により、中小企業が保有する産業データの価値が飛躍的に高まっている。製造業
においてAIを活用した品質予測システムでは、過去の生産で使用した原材料情報や生産設備の状態な
どのプロセスデータと製品品質データの関係性をAIが学習し、生産途中の未来の品質結果を予測する
ことが可能になっている。

実際の導入事例では、AIによる品質制御により不良発生率が65％～91％低減され、生産条件調整業務
の自動化による省力化（労働生産性2倍）、24時間稼働での総生産量5％向上（1.2時間の条件変更判
断待ち時間削減）といった顕著な成果が報告されている。

製造現場では、IoTセンサーやデバイスから収集される大量のデータがAI技術と融合することで、従
来不可能だった高度な分析と予測が実現されている。設備の稼働状況を可視化し、製品の仕上がり品
質を数値化し、製品の加工精度を製造条件にフィードバックして加工のばらつきを小さくするといっ
た取組みが、中小企業でも導入可能になってきている。

生成AIの活用により、中小企業では需要予測の精度向上、在庫管理の効率化、作業負荷の軽減および
設備稼働率の向上といった効果が期待される。特に、市場動向や顧客ニーズの変化に素早く対応で
き、大手と同等のスピードで意思決定ができる点が、中小企業にとって大きな競争優位をもたらす可
能性がある。

データは物理的な財と異なり、同じデータを複数の主体が同時に利用しても価値が減少しない「非競
合性」という特性を持つ。この特性により、適切に活用されれば一つの産業データから複数の価値を
創出することが可能である。しかし、この特性が逆に、優越的地位にある事業者によるデータの不当
な要求を助長するリスクともなっている。

スタートアップ企業における取引慣行の課題
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中小企業の知的財産やデータが取引先に不当に取得された場合、まず直面するのは競争上の優位性の
喪失である。製造業者が研究開発等の末に獲得したノウハウや知的財産権は、当該事業者の競争力の
源泉となるものであり、これが意に反して開示・譲渡された場合、当該事業者の知的財産戦略自体が
成り立たなくなってしまう。

具体的なリスクとしては、以下が挙げられる。第一に、製造業者からノウハウや知的財産権を奪った
取引先がその競争者との関係において競争上有利となる一方で、ノウハウや知的財産権を奪われた製
造業者はその競争者との関係において競争上不利となるおそれが生じる。第二に、自社固有の技術や
ノウハウが競合他社に流出することで、差別化要因が失われ、価格競争に巻き込まれるリスクが高ま
る。

知的財産の不当な取得は、中小企業の事業継続性に深刻な脅威をもたらす。画期的な技術を持ったベ
ンチャー企業が、その技術を大企業に不当に取得されることで市場から退出させられてしまうケース
が報告されている。これは単なる個別企業の問題ではなく、日本のイノベーション・エコシステム全
体の健全性を損なう重大な問題である。

特に、中小企業は資金力の不足から特許出願になるような技術を開発しても知財の権利化が困難な場
合が多く、海外への出願も限られているため、技術情報が一度流出すると回復が困難となる。また、
営業秘密として管理していた技術情報が不当に開示された場合、その秘匿性が失われ、競争優位の基
盤が根本から崩れる可能性がある。

優越的地位を有する企業による知的財産やデータの不当な要求は、契約関係における交渉力格差をさ
らに拡大させる。中小企業は取引関係の継続を重視するあまり、不利な条件を受け入れざるを得ない
状況に追い込まれがちである。

例えば、発注者の指示に基づく業務について、第三者との間に生じる知的財産権上の責任や負担を受
注者に例外なく一方的に転嫁する契約条項や、発注者が希望する目的物において第三者が有する知的
財産権を侵害しないことの保証に係る責任を受注者に例外なく一方的に転嫁する契約条項などが問題
となっている。

公正取引委員会、中小企業庁、特許庁が合同で実施する新たな調査は、これまでの製造業とスタート
アップ企業を対象とした調査を、中小企業を中心に全産業へと大幅に拡大するものである。調査対象
企業数は約4万社に上り、業界が偏らないように無作為で抽出される。

この調査拡大の背景には、生成AIの利活用が広がりデータの価値が高まる中、監視を強めることで不
正な取引を未然に防ぐ狙いがある。従来の調査では知的財産権やノウハウ提供の強要に関する質問が

中小企業のデータ・知的財産不当取得による深刻なリスク

競争優位性の喪失と収益機会の逸失
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中心であったが、今回の調査では生産設備の稼働状況など産業データの提供を強要された経験の有無
を新たに調べる。

新たな調査では、従来の知的財産権やノウハウに関する項目に加えて、産業データに関する調査項目
が大幅に拡充される。具体的には、生産設備の稼働状況、品質管理データ、製造プロセス情報、顧客
情報など、AI学習に活用可能な各種データの提供強要に関する実態把握が含まれる。

調査は段階的に実施され、まず約4万社に調査票を送付し、今秋以降は当事者らにも取引の実態を聞
き取り、問題事例の詳細や背景を調査する予定である。違反事例については独占禁止法の指針に反映
することも検討されており、これまでの営業秘密の開示強要など限られた例示を超えた、より包括的
な規制枠組みの構築が期待される。

この調査で得られた事例は、2026年度以降、独占禁止法に関する指針に反映されることが検討され
ている。これにより、AIを含めた新たな技術が幅広い産業で普及する中での取引実態に即した、より
実効性の高いガイドラインの策定が可能となる。

また、調査結果は企業間取引の適正化に向けた政策立案の基礎資料として活用されるほか、中小企業
の知的財産・データ保護意識の向上や、大企業の取引慣行見直しの契機となることが期待される。特
に、サプライチェーン全体での価値創造と適正な利益配分の実現に向けた取組みの推進において重要
な役割を果たすものと考えられる。

中小企業が自社の知的財産やデータを保護するためには、まず契約締結段階での予防的措置が重要で
ある。秘密保持契約の適切な締結は基本的な保護措置であり、情報開示の目的を明確に定め、秘密情
報の範囲を特定し、目的外使用の禁止や第三者への開示禁止を規定する必要がある。

契約書の内容確認においては、知的財産権の帰属、ライセンス条件、改良発明の取扱い、第三者によ
る権利侵害への対応などを詳細に検討する必要がある。特に、共同研究開発の成果物に関する知的財
産権については、各当事者の貢献度や投資額を考慮した公平な配分を事前に合意することが重要であ
る。

中小企業におけるデータ保護では、適切な管理体制の整備と技術的保護措置の実装が不可欠である。
データの暗号化、アクセス権限の厳格な管理、定期的なセキュリティ監査を通じて、情報漏洩リスク
を最小限に抑える必要がある。

契約書管理システムの導入により、契約書の検索が簡単になり、期限が迫っている契約書を容易に特
定でき、人的ミスの防止にも効果がある。電子契約の導入は、契約プロセスの迅速化とコスト削減を
実現する一方で、適切なセキュリティ措置とアクセス制御の設定が重要となる。
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調査結果の活用と将来的な影響
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中小企業による知的財産・データ保護の具体的戦略

契約締結段階での予防的措置

[23]

[24] [23]

データ管理体制の整備と技術的保護措置

[25]

[26] [25]



中小企業においても体系的な知的財産戦略の策定が重要である。自社の知的財産の棚卸しを行い、重
要な権利を特定し、予算と優先度を考慮した権利取得計画を立てる必要がある。海外展開を予定して
いる場合は、重要市場への集中と優先順位付けを行い、長期的視点での戦略立案が求められる。

知的財産の活用戦略としては、自社での実施に加えて、ライセンス契約による実施料収入の獲得や、
クロスライセンスによる他社技術へのアクセス確保なども検討すべきである。また、防衛的な権利取
得により、他社からの権利侵害主張に対する対抗手段を確保することも重要である。

Comparative Regulatory Approaches: Japan, EU, and US SME Data/IP Protection Frameworks

欧州連合（EU）では、2025年9月に施行予定のデータ法（Data Act）により、IoTデータの流通促進
と中小企業保護の両立を図る包括的な規制枠組みが構築される。データ法は、特に中小企業（SME）
を含む、データを取得しようとするすべての欧州の企業を不公正な契約条項から保護することを明示
的に目指している。

EUのアプローチの特徴は、データの公平な割り当てを保証し、誰がどのデータをどのような条件で使
用できるかを明確にする点にある。また、強い立場のプレイヤーによって課される不公正なデータ共
有に関連する契約条項から企業を保護する措置を含んでいる。

GDPR施行7年目の2025年には、中小企業の負担軽減を目的とした「限定的」な改正が提案され、記
録保持義務の簡素化に焦点を当てている。従業員250人未満の企業について記録保持義務の適用除外

知的財産戦略の策定と体系的管理
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国際的な規制動向との比較分析

欧州連合のデータ法とSME保護アプローチ
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の範囲を拡大し、より多くの中小企業が記録保持義務から解放される見込みである。

米国では、EUのような包括的なデータ保護規則ではなく、セクター別のアプローチと市場主導型の解
決策を重視している。サイバーセキュリティ分野では、CISAが提供するSMB向けの情報提供ポータ
ルや、中小企業庁（SBA）による300万ドルの新たな助成金制度など、支援を中心としたアプローチ
が採用されている。

米国のアプローチは、イノベーション促進を重視し、規制よりも自主的な取組みと市場メカニズムに
よる解決を優先する傾向がある。しかし、2021年サイバーインシデント通知法案のように、重要イ
ンフラに対する報告義務の強化など、特定分野での規制強化も進められている。

日本のアプローチは、EUの包括的規制とも米国の市場主導型とも異なる「調整型アプローチ」と特徴
づけることができる。公正取引委員会による実態調査を基盤として、行政指導、ガイドライン策定、
業界自主規制の組み合わせにより、段階的に取引慣行の改善を図る手法である。

この手法の利点は、日本の企業文化や取引慣行に適合した現実的な解決策を提示できる点にある。一
方で、EUのような明確な法的義務や米国のような市場メカニズムに比べて、実効性の確保が課題とな
る可能性がある。今回の4万社調査は、この調整型アプローチの実効性を高めるための重要な取組み
と位置づけられる。

今回の調査拡大と将来的な独占禁止法指針の改定は、日本のサプライチェーン全体に大きな変革をも
たらす可能性がある。これまで製造業を中心に進められてきた取引適正化の取組みが全産業に拡大さ
れることで、サプライチェーンの各段階における公正な取引慣行の定着が期待される。

パートナーシップ構築宣言を公表している企業は、非宣言企業と比べて多くの取引先企業と価格協議
を行っている実態が明らかになっており、公正な取引慣行の重要性が広く認識されつつある。今回の
調査により、この傾向がさらに加速することが予想される。

知的財産・データ保護の強化は、中小企業の競争力向上に直接的に寄与する。これまで不当に流出し
ていた技術情報やノウハウが適切に保護されることで、中小企業は自社の競争優位を維持・強化でき
るようになる。また、正当な対価を得ることで、研究開発投資の拡大や人材確保が可能となり、さら
なる技術革新につながる好循環が期待される。

特に、AI時代において価値が高まる産業データについても保護が強化されることで、中小企業はデー
タの戦略的活用により新たなビジネスモデルの創出や既存事業の高度化を図ることができる。これ
は、日本経済全体の生産性向上とイノベーション創出に大きく貢献するものと考えられる。

[29]

米国の市場主導型アプローチ

[30] [31]

[32] [30]

日本の調整型アプローチとその特徴

日本の企業間取引慣行・競争環境への多角的影響評価

サプライチェーン全体への波及効果

[33] [34]

[33]

中小企業の競争力向上への寄与



一方、大企業にとっては、従来の取引慣行の見直しが必要となる可能性が高い。これまで優越的地位
を利用して中小企業から知的財産やデータを取得していた企業は、より対等な関係での価値共創に向
けた戦略転換を迫られる。

この変化は短期的にはコスト増加をもたらす可能性があるが、長期的には持続可能なサプライチェー
ンの構築と、イノベーション・エコシステムの健全な発展に寄与するものと期待される。また、適正
な対価の支払いにより中小企業の技術開発意欲が向上することで、大企業にとってもより高度な技術
やサービスにアクセスできるメリットが生まれる。

日本の取引慣行改善は、国際競争力の向上にも重要な影響を与える。公正な競争環境の構築により、
真に競争力のある企業が市場で適正に評価されるようになり、日本企業全体の国際競争力向上が期待
される。特に、技術力に優れた中小企業が適正に保護・支援されることで、日本のものづくり産業の
国際優位性維持に貢献する。

また、EUや米国との規制調和が進むことで、日本企業の海外展開における法的リスクの軽減や、外国
企業との協業における契約交渉力の向上も期待される。グローバルなデータ経済において、日本が主
導的な役割を果たすための基盤整備としても重要な意義を持つ。

公正取引委員会による調査拡大は、AI時代の到来という技術環境の変化に対応した、時宜を得た重要
な政策転換である。生成AIの普及により産業データの価値が飛躍的に高まる中、中小企業の知的財
産・データ保護を強化することは、日本の競争力維持・向上にとって不可欠な取組みといえる。

今後期待される効果として、第一に公正な競争環境の構築により中小企業の技術革新意欲が向上し、
日本のイノベーション・エコシステムの健全な発展が促進されることが挙げられる。第二に、サプラ
イチェーン全体での価値創造と適正な利益配分により、持続可能な企業間関係の構築が実現される。
第三に、国際的な規制動向との調和により、日本企業のグローバル展開における競争力が強化され
る。

ただし、調査結果の政策への反映や実効性の確保においては、継続的な監視と改善が必要である。ま
た、企業側においても、法令遵守にとどまらず、公正な取引慣行の定着に向けた自主的な取組みが重
要となる。特に、デジタル化が進展する中で、新たな技術やビジネスモデルに対応した柔軟な規制枠
組みの構築と運用が求められよう。

今回の取組みが日本の企業間取引慣行に与える影響は、短期的な規制強化を超えて、長期的な産業構
造転換と競争力向上の基盤となる可能性を秘めている。AI時代における公正で持続可能な競争環境の
構築に向けた重要な一歩として、その成果と課題を継続的に注視していく必要がある。

⁂

大企業の事業戦略転換への影響

国際競争力への長期的影響
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